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1.はじめに 

計画策定の背景と目的 1.1.

全国の動向 （1）

全国の地方公共団体では、1960

年代～1970 年代に公共施設が集中

的に整備され、その公共施設の建替

えなどの更新時期を一斉に迎えよう

としています。 

また、少子高齢化の急速な進行に

伴い、扶助費等の社会保障関係費は

増加傾向にあり、財政状況が年々厳

しさを増している中で、今後は全国

的に既存の公共施設等の更新に充当

できる財源は減少傾向にあります。 

さらに、人口減少等によって既存

の公共施設に対する需要の変化が予

想されることも踏まえ、公共施設等

の状況を把握するとともに、適正な

供給量や配置を実現することが、全

国共通の課題となっています。 

 

背景と目的 （2）

全国の動向を踏まえ、国では平成

25 年 11 月に「インフラ長寿命化

基本計画」を策定し、平成 26 年 4

月にはこの計画を参考として、全国すべての地方公共団体に対し、庁舎・学校などの公

共施設、道路・橋りょうなどのインフラ資産などすべての公共施設等を対象として、10

年以上の視点を持ち、財政見通しとライフサイクルコスト（LCC）に配慮した公共施設

等総合管理計画を策定することを要請されています。 

本町においても公共施設等の老朽化が進み、今後、維持・修繕の需要はますます増加

し、最終的には将来の建替え需要の集中的増大に直面することが想定されます。また、

人口減少、少子高齢化などにより今後の公共施設等の利用需要が変化していくことが見

込まれます。 

そこで、現在本町が保有する公共施設等の全体を把握し、計画的に更新・統廃合・長

寿命化などを行うことにより、コストと便益が最適な状態で保有、運営、維持するため

の全体的な取組みを推進し、時代に即したまちづくりを行っていくために「高根沢町公

共施設等総合管理計画」を策定するものです。 

  

出典：公共施設状況調査（総務省） 

図 1.2 普通建設事業費等の推移 

出典：地方財政状況調査（総務省） 

 図 1.1 地方公共団体の主な公共施設の延床面積の推移 
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対象範囲 1.2.

本計画の対象は、本町が所有する公共施設及びインフラ資産を対象とします。 

公共施設については、町民文化系施設、社会教育系施設、スポーツ・レクリエーション

系施設などの 11 分類を対象として現状等の把握や基本的な方針を検討します。 

インフラ資産については、道路、橋りょうなどの 4 分類を対象として現状等の把握や基

本的な方針を検討します。 

 

 

 

図 1.1 対象範囲 
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計画の位置づけ 1.3.

国が平成 25 年 11 月に策定した「インフラ長寿命化基本計画」は、あらゆるインフラ

を対象に、国や地方公共団体等が一丸となってインフラの戦略的な維持管理・更新等を推

進するための計画です。 

本町の計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」などを踏まえて策定するものであり、

今後の各施設の個別計画の指針となるものです。 

また、「高根沢町地域経営計画」のもと、「高根沢町財政計画」などとの連携を図り、各

施策・事業目的における公共施設等の役割や機能を踏まえた横断的な内容とします。 

 

 

図 1.2 本計画の位置づけ 

 

計画期間 1.4.

平成 28 年度から平成 37 年度までの 10 年間を計画期間とします。 

なお、今後の上位・関連計画の見直しや社会情勢の変化などの状況に応じて適宜見直し

を行うものとします。 
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2.公共施設等の現況及び将来の見通し 

人口の現状と見通し 2.1.

 本町の総人口は平成 17 年まで一貫して増加傾向を示していましたが、平成 22 年に減

少に転じ、約 3 万人となっています。将来の人口は一貫して減少傾向を示しており、平成

38 年では約 2 万７千人まで減少する見通しとなっています。 

 年齢３階層別人口の割合は、平成 22 年では年少人口が 14.1％、高齢者人口が 19.6％

を占めていましたが、平成 38 年では年少人口が 11.0％まで減少、高齢者人口が 27.7％

まで増加する見通しとなっています。 

 本町においても、全国的な動向と同様に人口減少、少子高齢化が進行していくと予想さ

れます。 

そのため、町では持続的発展を遂げていくために、人口減少に歯止めをかけることを最

優先に考え、「地域経営計画 2016」において、平成 38 年の目標人口について、現状人

口と同等の３万人と設定しました。 

 

 
 

※端数処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 

出典：実績値は国勢調査（昭和 55 年から平成 22 年）、住民基本台帳（平成 26 年 4 月 1 日現在、平成 27 年 4 月 1 

日現在）、推計値は地域経営計画 

 

図 2.1 総人口と年齢３階層別人口割合の推移と見通し 
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財政の状況と見通し 2.2.

財政の状況 （1）

本町の歳入の総額は約 90 億円から約 120 億円の間で推移しています。歳入の根幹を

占める地方税（町税）収入は平成 19 年度以降減少傾向となっており、その後は 40 億円

前後で推移しています。 

 

図 2.2 歳入の推移 

 

本町の義務的経費は約 30 億円から約 40 億円の間で推移しています。義務的経費の内

訳をみると、人件費、公債費は減少傾向にあるものの、扶助費は平成 22 年度以降 12 億

円前後で推移しています。 

 

図 2.3 歳出の推移 
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財政の見通し （2）

 地方税（町税）収入はほぼ横ばいで推移すると予想されているものの、今後の高齢化の

進行、生産年齢人口の減少などを踏まえると、大幅な税収の伸びは期待できない状況とな

っています。

 
出典：財政計画（地域経営計画） 

図 2.4 歳入の将来の見通し 
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図 2.5 歳出の将来の見通し  
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（億円）

義
務
的
経
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公共施設等の状況と将来の更新等費用の見通し 2.3.

公共施設の状況 （1）

施設の保有状況 ①

  本町の公共施設は 70 施設あり、総延床面積は約 9 万 5 千㎡となっています。その主

な内訳は、学校教育系施設が約 5 万 2 千㎡（54.4％）と最も多く、次いでスポーツ・

レクリエーション系施設が約1万1千㎡（11.9％）、社会教育系施設が約5千㎡（5.7％）

の順となっています。 

 

表 2-1 公共施設の施設数と施設規模 

 

 

 

図 2.6 公共施設の施設分類別延床面積 

  

（施設） （％） （㎡） （％）
町民文化系施設 4 5.7 2,398 2.5
社会教育系施設 8 11.4 5,363 5.7
ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 6 8.6 11,265 11.9
産業系施設 3 4.3 4,020 4.3
学校教育系施設 9 12.9 51,549 54.4
子育て支援施設 7 10.0 4,577 4.8
保健・福祉施設 2 2.9 1,244 1.3
行政系施設 11 15.6 3,802 4.0
公営住宅 3 4.3 5,189 5.5
公園 7 10.0 68 0.1
その他 10 14.3 5,204 5.5

70 100.0 94,679 100.0合計

延床面積
施設区分

施設数

町民文化系施設

2,398㎡
2.5%

社会教育系施設

5,363㎡
5.7%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

11,265㎡
11.9%

産業系施設

4,020㎡
4.2%

学校教育系施設

51,549㎡
54.4%

子育て支援施設

4,577㎡
4.8%

保健・福祉施設

1,244㎡
1.3%

行政系施設

3,802㎡
4.0%

公営住宅

5,189㎡
5.5%

公園

68㎡
0.1%

その他

5,204㎡
5.5%

4.3%
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老朽化の状況 ②

建築年度別にみると、建築後 30 年以上経過している施設の延床面積は 42,141 ㎡で

全体の約 44.5％を占めています。 

一般的に鉄筋コンクリート造の建築物は、建築後 30 年程度で大規模改修、60 年程

度で建替えが必要とされていることから、今後、大規模改修、建替えの大きな波が到来

することが見込まれます。 

 

 

 
図 2.7 公共施設の建築年度別延床面積 

  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

町民文化系施設 社会教育系施設 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

産業系施設 学校教育系施設 子育て支援施設

保健・福祉施設 行政系施設 公営住宅

公園 その他

（年度）

(㎡)

総面積

94,680㎡

うち、建築年度不明
22㎡

建築後30年未満

52,516㎡ 55.5%

建築後30年以上

42,141㎡ 44.5%

～
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耐震化の状況 ③

耐震改修状況をみると、新耐震基準の施設の延床面積は 67,205 ㎡で、全体の約

71.1％を占めています。 

旧耐震基準の施設のうち、耐震改修未実施の施設の延床面積は 8,174 ㎡で、旧耐震

基準全体の 30.0％を占めています。 

 

 

 

 
 

※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 
※旧耐震基準：建築物の設計において適用される地震（中地震：震度 5 程度）に耐えることのできる構造の基準で、昭

和 56 年 5 月 31 日までの建築確認において適用されていた基準 

※新耐震基準：建築物の設計において適用される地震（大地震：震度 6 強）に耐えることのできる構造の基準で、昭和

56 年 6 月 1 日以降の建築確認において適用されている基準 

 

図 2.8 公共施設の耐震化状況 

  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27
耐震改修実施済み 耐震改修不要 未実施 新耐震基準

（㎡）

～

昭和５７年（１９８２年）以降昭和５６年（１９８１年）以前

旧耐震基準の建築物

27,251㎡ 28.8%

新耐震基準の建築物

67,205㎡ 71.1%

耐震改修実施済み

18,333㎡ 67.3％

耐震改修不要

745㎡ 2.7％

耐震改修未実施

8,174㎡ 30.0％
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インフラ資産の状況 （2）

インフラ資産は、町民の生活や産業の基盤であり、安全な暮らしを支えるうえで必要不

可欠な施設です。これまで多くの施設が整備されてきましたが、老朽化が進んでおり、順

次更新の時期を迎えようとしています。 

本町が保有するインフラ資産の保有量は以下のとおりです。 

 

 

表 2-2 インフラ資産の保有状況 

 

  

分類 種別

38,865 ｍ

273,934 ㎡
60,811 ｍ

329,558 ㎡

316,025 ｍ
1,593,537 ㎡

415,701 ｍ

2,197,029 ㎡
1,975 ｍ

9,415 ㎡

管路 356,207 ｍ
9 施設

1,220 ㎡

管路 99,921 ｍ

5 施設
4,346 ㎡

橋りょう 橋りょう

上水道
附帯施設

下水道
附帯施設

道路

計

施設数等

一級町道

二級町道

その他の町道
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公共施設等の将来の更新等費用の見通し （3）

公共施設 ①

平成 28 年度から平成 67 年度までの 40 年間に、公共施設の大規模改修及び更新に

かかる費用の総額は約 399 億円と推計され、年平均では約 10 億円となります。 

10 年ごとにみると平成 28 年度から平成 37 年度では、大規模改修及び積み残し※を

中心に約 125 億円の費用が必要になるものと想定されます。 

その後は施設の更新が多くなり、平成 48 年度から平成 57 年度では、約 131 億円

の費用が必要になると想定されます。 

1 年当たりの更新等費用は、投資的経費実績額の約 7 億円に比べて約 1.4 倍となりま

す。  

 

※積み残し 

試算時点で更新年数、大規模改修年数を既に経過し、更新等されなければならない施設が、更新されずに残されて

いる場合に、平成 28 年度から平成 37 年度の 10 年間で更新等費用を振り分けて処理したもの 

 

 

 
 

※投資的経費実績額：投資的経費のうち既存更新分であり、平成 22 年度から平成 26 年度の 5 ヵ年平均 

 

図 2.9 公共施設の将来の更新等費用の推計 

 

 

  

投資的経費実績額

約7億円
1年当たりの更新等費用

約10億円

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

H28 H33 H38 H43 H48 H53 H58 H63

大規模改修 更新 大規模改修（積み残し）

更新（積み残し） 投資的経費実績額 1年当たりの更新等費用

（億円）
399将来の更新等費用：約 億円

10年間 約 億円 10年間 約 億円10年間 約 億円 10年間 約 億円125 61 131 83

1年当たり更新等費用：約 億円10

（年度）

約1.4倍

年間約3億円不足
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インフラ資産 ②

平成 28 年度から平成 67 年度までの 40 年間に、インフラ資産の更新等にかかる費

用の総額は、約 752 億円と推計され、年平均では約 19 億円となります。 

1 年当たりの更新等費用は、投資的経費実績額の約 3 億円に比べて約 6 倍となります。 

 

 

 
 

※投資的経費実績額：投資的経費のうち既存更新分であり、平成 22 年度から平成 26 年度の 5 ヵ年平均 

 

図 2.10 インフラ資産の将来の更新等費用の推計 

  

既存更新分（5ヵ年平均）

約3億円
1年当たりの更新等費用

約19億円

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

H28 H33 H38 H43 H48 H53 H58 H63

道路 橋りょう 上水道 下水道 既存更新分（5ヵ年平均） 1年当たりの更新等費用

（億円）

1年当たり更新等費用：約 億円19将来の更新等費用 約 億円752

10年間 約 億円 10年間 約 億円 10年間 約 億円 10年間 億円

（年度）

約6倍

年間約16億円不足

208284156103
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3.公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

現状や課題に関する基本認識 3.1.

＜基本認識１：人口減少、少子高齢化への対応＞ 

 全国的な傾向と同様、人口減少や少子高齢化が進行していく中で、現在の公共サービス

の水準を維持しながら、今後の町の人口構造の変化に伴う町民ニーズの変化への対応が必

要です。 

 また、将来の人口規模を見据え、適正な公共施設の規模及び配置を検討していく必要が

あります。 

 

＜基本認識２：厳しい財政状況への対応＞ 

 将来、税収の伸びが期待できない中、義務的経費の増加が想定され、投資的経費の確保

が更に厳しくなるものと想定されます。 

今後の厳しい財政状況を見据えて、公共施設等の維持管理・運営にかかる費用の抑制な

どを検討していく必要があります。 

 

＜基本認識３：公共施設等の老朽化への対応＞ 

 今後は更新時期を迎える施設が多くなり、財政への負担が大きくなることが懸念され、

現状のままでは、公共施設等を維持していくことが困難になる見通しとなっています。 

今後も適切な町民サービスを継続していくため、適正な施設の総量、規模、配置を検討

する必要があります。 

また、老朽化した公共施設等は、計画的な改修、更新などを行うことにより、公共施設

等の安全確保に向けた取り組みが必要です。 

 

 

 

 

本町では、公共施設全体のあり方を考え、限られた財源をより有効に活用しながら、安

全に安心して利用できる公共施設を子どもや孫の世代に引き継いでいくために「公共施設

マネジメント※」を推進します。 

 

 

※公共施設マネジメント 

 縦割りにより各部署で管理していた公共施設等を一元的に把握して将来の費用負担を推計し、その上で、老朽化した施

設の統廃合や余剰施設の複合的な活用、施設の長寿命化や民間資金の導入などを行い、一定の行政サービスを維持しつつ、

長期的な財政支出の削減を図る取組 
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公共施設等マネジメントの基本目標 3.2.

今後は、人口減少、少子高齢化の進行に伴い、厳しい財政状況や利用者の減少が予想さ

れる中、公共施設等を維持していかなければなりません。 

将来の更新等費用の見通しでは、町が保有する公共施設等を今後もこのまま維持するこ

とは厳しい状況にあると試算されています。 

これらの状況を踏まえ、本町における公共施設等マネジメントの基本目標を以下のよう

に設定します。 

 

＜目標１：継続可能なサービスの提供＞ 

機能が重複または類似する公共施設の利用状況や将来人口の減少等を踏まえ、公共施設

の統合、集約化・複合化、廃止などにより、施設総量の適正化を図ります。 

今後も保有し続ける施設については、民間の活力や運営の工夫等を積極的に取り入れ、

コストの最適化を図り、より効率的な維持管理を行います。 

 

 

＜目標２：安全で安心な公共施設の提供＞ 

今後も保有し続ける施設については、安全で安心に利用できる施設を提供していくため、

耐震化はもとより、損傷などが発生した後に修繕などを行う「事後保全型」から、計画的

に保全や改修を行う「予防保全型」へと転換し、安全を確保します。 

 

 

＜目標３：新たなニーズに対応した町民サービスの提供＞ 

 今後も安定した公共サービスを提供し続けていくため、町民や地域のニーズの変化に対

応し、施設の質の向上を図ります。 

新たな町民ニーズに対しては、新設は前提とせず、集約化・複合化などにより、機能の

充実・見直しを行います。 
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公共施設等の管理に関する基本的な考え方 3.3.

点検・診断及び安全確保の実施方針 （1）

【公共施設】 

○持続的に安全が確保されるよう必要な点検・診断を継続的に行うとともに、点検・診

断結果に基づく適切なメンテナンスを行う体制を構築します。 

 ○点検・診断や劣化度調査の結果、危険性が認められた施設については、施設の利用状

況などを踏まえ、更新、改修、廃止等を検討し、安全を確保します。 

○廃止した施設で、売却・貸付などが見込めない場合は、老朽化による破損等によって

周辺の環境・治安に悪影響を与えないよう、解体、除去を基本とします。 

○将来にわたって活用する見込みがない施設については、周辺環境への影響を考慮し、

解体、除去等を検討し、安全の確保を図ります。 

 

【インフラ資産】 

 ○町民生活の基盤となる施設であることから、施設性能を可能な限り維持し、長期に

わたり使用できるよう、「事後保全」から「予防保全」への転換を図ります。 

 

 

維持管理・修繕・更新等の実施方針 （2）

【公共施設】 

 ○各施設における部位・部材等の修繕周期及び前述の点検・診断結果を踏まえ、適切な

時期に修繕を実施することにより機能の維持を図ります。 

○民間事業者や地域住民との連携も視野に入れながら、効率的な施設の運営や行政サー

ビスの維持・向上を図ります。 

○施設の更新にあたっては、人口の動向や町民ニーズ、周辺施設の立地状況及び類似施

設の状況等を踏まえ適正な規模を検討するとともに、機能の複合化や減築を検討し、

効率的な施設配置を図ります。 

 

【インフラ資産】 

 ○インフラ資産は、費用対効果や経済波及効果を考慮して、新設及び維持保全を図りま

す。 
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耐震化及び長寿命化の実施方針 （3）

【公共施設】 

○耐震化未実施の施設のうち、今後も継続して保有していく施設については、施設の老

朽化の進行や今後の需要も考慮のうえ、段階的に耐震化を推進します。 

○今後新たに策定する各施設の個別計画については、本計画における方針と整合を図る

ものとします。 

 

【インフラ資産】 

○各施設の特性や緊急性、重要性を考慮のうえ、点検結果に基づき耐震化を推進します。 

○施設特性を考慮のうえ安全性や経済性を踏まえ、損傷が軽微な段階で予防的な修繕を

行うなどにより施設の長寿命化を図り、トータルコストの縮減や予算の平準化を図り

ます。 

○今後新たに策定する各施設の個別計画については、本計画における方針と整合を図る

ものとします。 

 

 

統合や廃止の推進方針 （4）

【公共施設】 

 ○必要な公共サービスの水準を維持していくため、施設の更新時において施設の統合、

複合化を含めた統廃合の可能性を検討します。 

○将来的に利用が見込めない施設については、人口構成の変動や財政状況等を踏まえ、

客観的な視点から保有の必要性を検討し、保有総量の縮減を図ります。 

○施設の廃止により生じる跡地は、売却等の処分により、将来的に維持していく施設の

維持管理・整備費用のための財源確保として活用を図ります。 

 

【インフラ資産】 

 ○インフラ資産は、今後の社会・経済情勢の変化や町民のニーズを踏まえ、財政状況を

考慮し、中長期的な視点から計画的に必要な施設を整備します。 
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総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 （5）

全庁的な取組体制の構築 ①

これまでは、公共施設を管理する所管課ごとに維持管理等の情報を把握し、「部分最適

化」を行ってきましたが、今後は、町全体における「全体最適化」の視点で、全庁的な

取組体制を構築します。 

さらに、土木・建築等の専門職が日常的に公共施設やインフラ資産の状況を把握し、

技術支援を行いながら、施設の維持保全を推進する必要があることから、第三者による

技術支援委託の導入や専門知識を持つ職員の育成を検討します。 

 

情報管理・共有のあり方 ②

今後は公共施設を管理する所管課から、修繕履歴や建替え等に関する情報を集約し、

一元的な情報管理のもとでデータベースを構築し、更新することにより、常に最新の状

態を保ちながら庁内での情報共有を図ります。 

一元化されたデータから施設の利用状況や修繕履歴、点検結果等を把握し、そのうえ

で、施設の長寿命化計画策定のための基礎情報としての活用や、余剰施設の抽出、組織

の枠を超えた再編・再配置について検討します。 

また、全庁的・横断的かつ効率的な管理・運営を推進するため、一元管理されたデー

タを庁内で共有するための手法を検討します。 
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4.施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

公共施設 4.1.

町民文化系施設 （1）

【現況・課題】 

 

 

○大規模改修時期の目安である建築後 30 年を経過した施設は「農村環境改善センター」

のみです。 

○今後 10 年間に「宝積寺タウンセンター」と「仁井田地区コミュニティセンター」の大

規模改修が想定されます。 

 

【基本的な方針】 

○計画的な改修の推進により、施設を維持することを基本とし、今後の方針によっては、 

 施設の民間移譲・用途廃止を検討します。 

 

 

 

  

積み残し

上高根沢ふれあいセンター 上高根沢ふれあいセンター H11 S ○

農村環境改善センター 農村環境改善センター S58 RC ○ H28

宝積寺タウンセンター 宝積寺タウンセンター H1 S ○

仁井田地区
コミュニティセンター

仁井田地区
コミュニティセンター

H6 W ○

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新

積み残し

大規模改修

50～
59年

大規模
改修
年度

2.5%

60年
以上

◆構造 

CB：コンクリートブロック造 

RC：鉄骨鉄筋コンクリート造 

S：鉄骨造 

W：木造 

PR：軽量鉄骨造（組み立て式） 

◆経過年 

大規模改修：計画期間内に建築後 30 年経過し、大規模改修時期が到来する施設 

更新：計画期間内に建築後 60 年経過し、更新時期が到来する施設 

積み残し：更新年数、大規模改修年数を既に経過している施設 

 

※更新等費用の積算については、30 頁を参照してください。 

※倉庫やトイレ等の建物は除きます。 

 

上記注釈は、19 頁以降も同様 
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社会教育系施設 （2）

【現況・課題】 

 

 

○大規模改修時期の目安である建築後 30 年を経過した施設は「町民ホール」のみです。 

○今後 10 年間に「図書館中央館」、「図書館仁井田分館」、「公民館」の大規模改修が想定

されます。 

 

【基本的な方針】 

○計画的な改修の推進により、施設を維持することを基本とし、今後の方針によっては、 

施設の民間移譲・用途廃止を検討します。 

○同じ機能を有する施設については、全町的観点から適正規模となっているかについて検 

討します。 

 

  

積み残し

町民ホール 町民ホール S58 RC ○ H27

歴史民俗資料館 歴史民俗資料館 H8 RC ○

歴史民俗資料館 本屋 H8 W ○

歴史民俗資料館 資料収納庫（長屋門） H8 S ○

図書館中央館 図書館中央館 H3 RC ○

図書館仁井田分館 図書館仁井田分館 H6 W ○

図書館上高根沢分館 図書館上高根沢分館 H11 S ○

公民館 公民館 H3 RC ○

大規模
改修
年度

5.7%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新

積み残し

大規模改修

50～
59年
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スポーツ・レクリエーション系施設 （3）

【現況・課題】 

  
 

○大規模改修時期の目安である建築後 30 年を経過した施設は、「農業者トレーニングセン

ター」、「キリン体育館」の２施設であり、利用者の安全を確保するため、老朽化への対

応が必要です。 

○今後 10 年間に「農業者トレーニングセンター」、「仁井田体育館」、「武道館」の大規模

改修が想定されます。 

 

【基本的な方針】 

○計画的な改修の推進により、施設を維持します。 

○既に大規模改修時期を迎えた施設については、点検診断・修繕を実施し、適切な維管 

理を図ります。 

○同じ機能を有する施設については、全町的観点から適正規模となっているかについて検

討します。 

  

積み残し

弓道場 弓道場 S62 W ○

農業者トレーニングセンター 農業者トレーニングセンター S56 RC ○ H23

仁井田体育館 仁井田体育館 H6 S ○

武道館 武道館 H6 S ○

キリン体育館 キリン体育館 S57 S ○

元気あっぷむら あやめ H9 W ○

元気あっぷむら バンガロー　A棟 H9 RC ○

元気あっぷむら バンガロー　B棟 H9 RC ○

元気あっぷむら バンガロー　C棟 H9 RC ○

元気あっぷむら バンガロー　D棟 H9 W ○

元気あっぷむら 温室 H9 W ○

元気あっぷむら 加工施設 H11 W ○

元気あっぷむら 管理事務所 H9 RC ○

元気あっぷむら 元気あっぷむら本館 H9 RC ○

元気あっぷむら 実習施設 H11 W ○

元気あっぷむら 農産物直売所 H9 W ○

大規模
改修
年度

11.9%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新

積み残し

大規模改修

50～
59年
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産業系施設 （4）

【現況・課題】 

 

 

○大規模改修時期の目安である建築後 30 年を経過した施設はありません。 

○今後 10 年間に「農業技術センター」の大規模改修が想定されます。 

 

【基本的な方針】 

○計画的な改修の推進により、施設を維持することを基本とし、今後の方針によっては、 

 施設の民間移譲・用途廃止を検討します。 

 

 

  

積み残し

農業技術センター 農業技術センター S63 S ○

びれっじセンター びれっじセンター H13 W ○

土づくりセンター プラント棟 H12 S ○

土づくりセンター 管理棟 H12 S ○

土づくりセンター 保管庫 H12 S ○

土づくりセンター 保管庫 H15 S ○

大規模
改修
年度

4.2%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新

積み残し

大規模改修

50～
59年
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学校教育系施設 （5）

【現況・課題】 

 

 

○大規模改修時期の目安である建築後 30 年を経過した建物は、「上高根沢小学校 校舎・

体育館」、「東小学校 校舎・体育館」などがあります。 

 

○今後 10 年間に「西小学校」、「北高根沢中学校 校舎・体育館」、「阿久津中学校 校舎・

体育館」などの大規模改修が想定されます。 

  

積み残し

阿久津小学校 校舎 H26 RC ○

阿久津小学校 体育館 S54 S ○

上高根沢小学校 校舎 S57 RC ○ H26

上高根沢小学校 体育館 S52 S ○

東小学校 校舎 S46 RC ○ H28

東小学校 体育館 S53 S ○

東小学校 特別教室 S57 RC ○

北小学校 校舎 H19 W ○

北小学校 体育館 S55 S ○

北小学校 特別教室 S55 RC ○

中央小学校 校舎 S52 RC ○

中央小学校 体育館 S53 S ○

西小学校 校舎 H6 RC ○

西小学校 体育館 H6 S ○

北高根沢中学校 校舎 S55 RC ○

北高根沢中学校 体育館 H1 S ○

北高根沢中学校 特別教室 H4 RC ○

北高根沢中学校 特別教室 S55 RC ○

阿久津中学校 校舎 H16 S ○

阿久津中学校 校舎 S59 RC ○

阿久津中学校 校舎 S60 RC ○

阿久津中学校 体育館 H2 S ○

阿久津中学校 体育館 S40 S ○

阿久津中学校 特別教室 S46 S ○

学校給食センター 学校給食センター H14 S ○

積み残し

大規模改修

50～
59年

大規模
改修
年度

54.4%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新
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【基本的な方針】 

○児童、生徒の安全を確保するため、計画的な改修を推進するとともに、施設の長寿命化 

を検討し、施設を維持します。 

○概ね地区ごとに配置されているため、建て替えの際は、地域コミュニティ施設などとの 

複合化について検討します。 

○平成２８年度に「東小学校 校舎」の改築を予定しています。 
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子育て支援施設 （6）

【現況・課題】 

 

 

○「きのこのもり」は、建築後 30 年以上を経過していますが、平成 16 年に改修されて

います。それ以外は比較的新しい建物のため、大規模改修時期の目安である建築後 30

年を経過した施設はありません。 

○今後 10 年間に「たから保育園」の大規模改修が想定されます。 

 

【基本的な方針】 

○定期的な点検診断を行い、適切な維持管理を図り、施設の安全を確保します。 

○保育園については、民間移譲を検討します。 

  

積み残し

みんなのひろば みんなのひろば H12 S ○

みんなのひろば みんなのひろば H15 W ○

きのこのもり きのこのもり S51 RC ○

西小学童 西小学童 H11 W ○

にじいろ保育園 にじいろ保育園 H13 S ○

ひまわり保育園 ひまわり保育園 H9 W ○ H26

たから保育園 たから保育園 H5 W ○

のびのび保育園 のびのび保育園 H11 S ○

積み残し

大規模改修

50～
59年

大規模
改修
年度

4.8%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新
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保健・福祉施設 （7）

【現況・課題】 

 

 

○大規模改修時期の目安である建築後 30 年を経過した施設はありません。 

○今後 10 年間に「保健センター」、「福祉センター」の大規模改修が想定されます。 

 

【基本的な方針】 

○計画的な改修の推進により、施設を維持することを基本とし、今後の方針によっては、 

 施設の民間移譲・用途廃止を検討します。 

 

 

  

積み残し

保健センター 保健センター S62 RC ○ H28

福祉センター 福祉センター S63 RC ○

大規模
改修
年度

1.3%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新

積み残し

大規模改修

50～
59年
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行政系施設 （8）

【現況・課題】 

 
  

○「本庁舎」の「第１庁舎」は建築後 50 年以上、「第２庁舎」は 30 年以上経過しており、

施設の更新を検討する必要があります。 

 

【基本的な方針】 

○「本庁舎」については、老朽化が進行していることから、今後も行政サービスの拠点と 

しての施設の在り方について検討します。 

○消防車庫については、防災上、重要な役割を担う施設であることから、施設を適切に維 

持管理し、長期利用を図ります。 

 

  

積み残し

本庁舎 第１庁舎 S38 RC ○

本庁舎 第２庁舎 S52 RC ○

本庁舎 第３庁舎 H11 PR ○

第１分団詰所兼車庫 第１分団詰所兼車庫 S56 S ○

第２分団詰所兼車庫 第２分団詰所兼車庫 S56 S ○

第３分団詰所兼車庫 第３分団詰所兼車庫 S57 S ○

第３分団車庫（亀梨） 第３分団車庫（亀梨） H12 S ○

第３分団車庫（中柏崎） 第３分団車庫（中柏崎） H24 S ○

第４分団詰所兼車庫 第４分団詰所兼車庫 H2 S ○

第５分団詰所兼車庫 第５分団詰所兼車庫 S59 S ○

第６分団詰所兼車庫 第６分団詰所兼車庫 S59 S ○

第７分団詰所兼車庫 第７分団詰所兼車庫 S60 S ○

第８分団詰所兼車庫 第８分団詰所兼車庫 H1 S ○

大規模
改修
年度

4.0%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新

積み残し

大規模改修

50～
59年
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公営住宅 （9）

【現況・課題】 

 
   

○大規模改修時期の目安である建築後 30 年を経過した施設は少なく、「南住宅」のみとな

っています。 

 

【基本的な方針】 

○老朽化が進んでいる住宅については、利用状況を踏まえながら、建物を廃止していきま

す。 

○定期的な点検・診断等を実施し、住宅の長寿命化を検討します。 

○「高根沢町町営住宅等長寿命化計画」により、予防保全的な観点から修繕や改善を計画

し、更新コストの削減と事業量の平準化を図ります。 

  

積み残し

光陽台住宅 A棟 H10 RC ○
H31

（予定）

光陽台住宅 B棟 H8 RC ○
H29

（予定）

光陽台住宅 C棟 H7 RC ○ H28

光陽台住宅 D棟 H8 RC ○
H29

（予定）

光陽台住宅 E棟 H6 RC ○ H27

光陽台住宅 光陽台住宅集会所 H8 RC ○
H30

（予定）

宝積寺住宅 A棟  Aタイプ H14 W ○
H33

（予定）

宝積寺住宅 B棟　Aタイプ H14 W ○
H33

（予定）

宝積寺住宅 C棟　Aタイプ H14 W ○
H33

（予定）

宝積寺住宅 D棟　Bタイプ H14 W ○
H33

（予定）

宝積寺住宅 E棟　Aタイプ H14 W ○
H33

（予定）

宝積寺住宅 F棟　Cタイプ H14 W ○
H33

（予定）

南住宅 南住宅（第１種） S29 W ○

南住宅 南住宅（第２種） S29 W ○

積み残し

大規模改修

50～
59年

大規模
改修
年度

5.5%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新
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その他の施設 （10）

【現況・課題】 

 
 

○比較的新しい建物のため、大規模改修時期の目安である建築後 30 年を経過した施設は

少ないものの、「旧大谷小学校校舎」など老朽化している施設があります。 

 

【基本的な方針】 

○定期的な点検・診断等を実施し、適切に維持管理します。 

○老朽化の進行が著しく、未利用施設については、取り壊しを検討します。 

○「区画整理仮設住宅」については、設置目的を達成した後は廃止します。 

○「旧太田地区コミュニティセンター」および「旧太田地区コミュニティセンター体育館」

については、学校用地となる場所にあるため解体します。 

  

積み残し

エコハウス エコハウス H15 S ○

宝積寺駅東西連絡通路 宝積寺駅東西連絡通路 H20 S ○

区画整理仮設住宅 A棟 H14 W ○

区画整理仮設住宅 B棟 H14 W ○

区画整理仮設住宅 1号棟 H13 W ○

区画整理仮設住宅 ２号棟 H13 W ○

区画整理仮設住宅 ３号棟 H13 W ○

ちょっ蔵ホール ちょっ蔵ホール H18 S ○

ちょっ蔵ホール 多目的展示場 H18 S ○

旧ひばり作業所 旧ひばり作業所 H4 W ○

旧文挾焼却場 管理棟 S44 S ○

旧大谷小学校校舎 旧大谷小学校校舎 M35 W ○

旧大谷小学校校舎 旧大谷小学校校舎 S23 W ○

旧太田地区
コミュニティセンター体育館

旧太田地区
コミュニティセンター体育館

S48 S ○

旧太田地区
コミュニティセンター

旧太田地区
コミュニティセンター

S47 RC ○

大規模
改修
年度

5.5%

60年
以上

公共施設全体に対する延床面積の割合

経過年

構造
建築
年

建物名施設名 10年
未満

10～
19年

20～
29年

30～
39年

40～
49年

更新

積み残し

大規模改修

50～
59年
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インフラ資産 4.2.

道路・橋りょう （1）

＜基本的な方針＞ 

  ○事後における補修・修繕から、予防保全型維持管理に転換し、維持管理・更新等費

用の平準化を図ります。また、長寿命化による費用の縮減を図ります。 

○都市計画道路については、計画的な道路整備を行っていくとともに、長期間未着手

となっている都市計画道路の見直し等により、新規整備費用の抑制を検討します。 

  ○橋りょうについては、「高根沢町橋梁長寿命化修繕計画」により対策優先度による長

寿命化の実施、耐震対策に応じた橋りょうの耐震化を順次進めます。橋長が短く、

架替えのために施工上の制約が少ない橋りょうなどは、損傷の度合いにより、修繕

によって長寿命化を図るのではなく架替えを行うことも検討します。 

○個別計画が策定されていない施設については、定期的な点検・診断等の結果に基づ

き、予防保全型維持管理を前提とした施設計画を検討します。 

 

上下水道 （2）

＜基本的な方針＞ 

 ○将来にわたって施設・財政両面で健全性を確保していくため、アセットマネジメン

トシステムの構築を図り、今後の収支バランスを考慮した施設更新計画を策定し、

効率的かつ効果的な管理運営を図ります。 

 ○水需要構造を把握し、負担の公平性に留意しながら、事業環境に応じた適正な料金

のあり方を検討します。 

 ○震災時においても町民の命や生活が守られるよう、減災対策を実施し、被害の最小

化を図ります。 
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5.資料編 

将来の更新費用の設定条件 5.1.

公共施設 （1）

◆物価変動率、落札率等は考慮しない 

◆公共施設の更新（建替え）、大規模改修は、更新年数経過後に現在と同じ延床面積で更

新する 

◆建築後、60 年で更新（建替え）を実施 

◆建築後、30 年で大規模改修を実施（ただし、大規模改修の実績がある施設は除く） 

◆平成 27 年度時点で、大規模改修実施年の 30 年を経過している施設は、積み残しと

して平成 28 年から 10 年間で処理（ただし、大規模改修の実績がある施設は除く） 

◆更新（建替え）費用、大規模改修費用の単価は、「公共施設等更新費用試算ソフト」の

値を採用 

 

表 5-1 公共施設の更新費用の単価 

 
出典：公共施設等更新等更新費用試算ソフト 仕様書 

 

  

総合管理計画分類（総務省分類） 区分
大規模改修

(万円/㎡)

建設

（万円/㎡）

町民文化系施設 各種センター 25 40

社会教育系施設 社会教育 25 40

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 スポーツ 20 36

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 観光・保養 20 36

産業系施設 農政 25 40

学校教育系施設 学校教育 17 33

子育て支援施設 子育て支援 17 33

保健・福祉施設 保健・福祉 20 36

行政系施設 行政系 25 40

公営住宅 公営住宅 17 28

公園 公園 17 33

その他 その他 20 36
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道路 （2）

◆更新年数 

・15 年 

※舗装の耐用年数の 10 年と舗装の一般的な供用寿命の 12～20 年の年数を踏まえて

15 年とする 

◆更新費用 

・全整備面積を 15 年で割った面積の舗装部分を毎年度更新していくと仮定 

◆更新費用単価 

・道路（1 級、2 級、その他）：4,700 円/㎡ 

・自転車歩行者道：2,700 円/㎡ 

 

橋りょう （3）

◆耐用年数 

・60 年 

◆更新費用単価 ※「公共施設等更新費用試算ソフト」の単価を採用 

・RC 橋、PC 橋、石橋、木橋：413 千円/㎡ 

・鋼橋：500 千円/㎡ 

◆建築年度が不明の橋りょう 

・平成 28 年から平成 67 年の 40 年間で処理（更新費を 40 年間で均等に振り分け） 

 ◆耐用年数を超えている橋りょう 

・試算時点で更新年数を既に経過している場合：平成 28 年から 5 年で処理（更新費

を 5 年間で均等に振り分け） 

 

上水道 （4）

◆耐用年数 

・40 年 

◆更新費用単価 

・「公共施設等更新費用試算ソフト」の単価を採用 

◆建設年度が不明の上水道管 

・平成 28 年から平成 67 年の 40 年間で処理（更新費を 40 年間で均等に振り分け） 

◆耐用年数を超えている上水道管 

・試算時点で更新年数を既に経過している場合：平成 28 年から 5 年で処理（更新費

を 5 年間で均等に振り分け） 

◆上水処理施設 

・建築後 60 年で更新（建替え）、30 年で大規模改修を実施 

・更新（建替え）費用、大規模改修費用の単価は、「公共施設等更新費用試算ソフト」

の 36 万円/㎡、20 万円/㎡を採用 
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表 5-2 上水道管の更新費用の単価 

 
出典：公共施設等更新等更新費用試算ソフト 仕様書 

 

下水道 （5）

◆耐用年数 

・50 年 

◆更新費用単価 

・「公共施設等更新費用試算ソフト」の単価を採用 

◆建設年度が不明の下水道管 

・平成 28 年から平成 67 年の 40 年間で処理（更新費を 40 年間で均等に振り分け） 

◆耐用年数を超えている下水道管 

・試算時点で更新年数を既に経過している場合：平成 28 年から 5 年で処理（更新費 

を 5 年間で均等に振り分け） 

◆下水処理施設 

・建築後 60 年で更新（建替え）、30 年で大規模改修を実施 

・更新（建替え）費用、大規模改修費用の単価は、「公共施設等更新費用試算ソフト」

の 36 万円/㎡、20 万円/㎡を採用 

 

表 5-3 下水道管の更新費用の単価 

 
出典：公共施設等更新費用試算ソフト 仕様書 

  

管種 管径
更新単価
（千円/m）

管種 管径
更新単価
（千円/m）

300㎜
未満 100 50㎜
以下 97
300～
500㎜
未満 114 75㎜
以下 97
500～
1000㎜
未満 161 100㎜
以下 97
1000～
1500㎜
未満 345 125㎜
以下 97
1500～
2000㎜
未満 742 150㎜
以下 97
2000㎜
以上 923 200㎜
以下 100
300㎜
未満 100 250㎜
以下 103
300～
500㎜
未満 114 300㎜
以下 106
500～
1000㎜
未満 161 350㎜
以下 111
1000～
1500㎜
未満 345 400㎜
以下 116
1500～
2000㎜
未満 742 450㎜
以下 121
2000㎜
以上 923 500㎜
以下 128

550㎜
以下 128
600㎜
以下 142
700㎜
以下 158
800㎜
以下 178
900㎜
以下 199
1000㎜
以下 224
1100㎜
以下 250
1200㎜
以下 279
1350㎜
以下 628
1500㎜
以下 678
1650㎜
以下 738
1800㎜
以下 810
2000㎜
以上 923

導水管

送水管

配水管

管種
更新単価
（千円/ｍ）

備考

コンクリート管 124

陶管 124

塩ビ管 124

更生管 134 布設替えを前提

更生工法を前提



 

33 

公共施設の経過年数 5.2.

表 5-4 公共施設の経過年数

 

一般施設（棟） 教育文化施設（棟） 公営住宅（棟）

～1950 (～S25) 3 0 0
1951 (S26) 0 0 0
1952 (S27) 0 0 0
1953 (S28) 0 0 0
1954 (S29) 0 0 5
1955 (S30) 0 0 0
1956 (S31) 0 0 0
1957 (S32) 0 0 0
1958 (S33) 0 0 0
1959 (S34) 0 0 0
1960 (S35) 0 0 0
1961 (S36) 0 0 0
1962 (S37) 0 0 0
1963 (S38) 2 0 0
1964 (S39) 0 1 0
1965 (S40) 0 2 0
1966 (S41) 0 0 0
1967 (S42) 0 0 0
1968 (S43) 0 1 0
1969 (S44) 1 0 0
1970 (S45) 0 0 0
1971 (S46) 0 5 0
1972 (S47) 4 0 0
1973 (S48) 1 1 0
1974 (S49) 0 2 0
1975 (S50) 0 5 0
1976 (S51) 1 1 0
1977 (S52) 2 13 0
1978 (S53) 0 5 0
1979 (S54) 1 1 0
1980 (S55) 0 6 0
1981 (S56) 6 0 0
1982 (S57) 2 3 0
1983 (S58) 6 1 0
1984 (S59) 2 1 0
1985 (S60) 1 1 0
1986 (S61) 3 0 0
1987 (S62) 3 1 0
1988 (S63) 4 0 0
1989 (H1) 4 2 0
1990 (H2) 1 3 0
1991 (H3) 2 0 0
1992 (H4) 2 4 0
1993 (H5) 5 0 1
1994 (H6) 5 4 1
1995 (H7) 0 0 1
1996 (H8) 4 0 3
1997 (H9) 18 0 0
1998 (H10) 0 0 1
1999 (H11) 9 0 0
2000 (H12) 5 2 0
2001 (H13) 6 2 0
2002 (H14) 2 2 6
2003 (H15) 4 0 0
2004 (H16) 0 2 0
2005 (H17) 0 0 0
2006 (H18) 3 0 0
2007 (H19) 0 1 0
2008 (H20) 1 0 0
2009 (H21) 0 0 0
2010 (H22) 0 0 0
2011 (H23) 0 0 0
2012 (H24) 1 0 0
2013 (H25) 0 0 0
2014 (H26) 0 4 0

114 76 18

10 5%

小計（棟）

合計（棟） 208

56 27%

47 23%

67 32%

年 区分小計・割合（％）

11 5%

17 8%



 

34 

 

公共施設等の将来の更新等費用の試算 5.3.

 

表 5-5 公共施設等の将来の更新等費用 

 

建物 道路 橋りょう 合計

延床面積 舗装面積 面積 管路延長 延床面積 管路延長 延床面積
㎡ ㎡ ㎡ m ㎡ m ㎡
60 15 60 40 60 50 60

2016 (H28) 7.6 6.8 2.0 1.8 0.5 0.0 0.1 18.7
2017 (H29) 9.0 6.8 0.0 0.5 0.1 0.0 0.0 16.5
2018 (H30) 10.1 6.8 0.0 0.5 0.1 0.0 0.0 17.6
2019 (H31) 11.7 6.8 0.0 0.5 0.1 0.0 0.0 19.1
2020 (H32) 10.4 6.8 0.0 0.9 0.1 0.0 0.0 18.2
2021 (H33) 12.4 6.8 0.0 1.6 0.1 0.0 0.0 21.0
2022 (H34) 9.2 6.8 0.0 1.3 0.1 0.0 0.0 17.5
2023 (H35) 15.0 6.8 0.0 0.4 0.1 0.0 1.4 23.8
2024 (H36) 26.3 6.8 0.0 21.0 0.3 0.0 0.0 54.5
2025 (H37) 12.9 6.8 0.0 1.6 0.1 0.0 0.0 21.4
2026 (H38) 3.7 6.8 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 11.9
2027 (H39) 12.2 6.8 0.0 1.2 0.2 0.0 0.7 21.1
2028 (H40) 2.1 6.8 0.0 7.1 0.0 0.0 0.0 16.0
2029 (H41) 5.6 6.8 0.0 8.0 0.6 0.0 6.2 27.2
2030 (H42) 7.8 6.8 0.0 10.7 0.0 0.0 0.0 25.3
2031 (H43) 12.5 6.8 0.0 13.8 0.0 0.0 0.0 33.1
2032 (H44) 8.3 6.8 1.0 18.6 0.0 0.0 0.0 34.8
2033 (H45) 6.1 6.8 2.0 4.5 0.2 0.0 0.0 19.7
2034 (H46) 1.9 6.8 2.0 1.3 0.0 0.0 0.0 12.1
2035 (H47) 0.5 6.8 2.0 5.9 0.0 0.0 0.0 15.2
2036 (H48) 2.9 6.8 1.0 4.3 0.3 0.0 0.0 15.2
2037 (H49) 22.8 6.8 2.0 7.3 0.1 0.0 0.0 38.9
2038 (H50) 6.8 6.8 1.0 12.8 0.0 0.0 0.2 27.6
2039 (H51) 4.5 6.8 1.0 18.0 0.0 0.2 0.0 30.4
2040 (H52) 23.1 6.8 0.0 27.4 0.0 1.3 0.0 58.7
2041 (H53) 8.1 6.8 0.0 18.8 1.3 1.3 0.0 36.4
2042 (H54) 19.1 6.8 0.0 29.0 0.1 3.1 0.0 58.1
2043 (H55) 14.1 6.8 0.0 35.9 0.0 3.2 0.0 59.9
2044 (H56) 23.4 6.8 0.0 18.7 0.1 1.0 0.0 49.9
2045 (H57) 6.2 6.8 0.0 21.0 0.0 5.9 0.0 39.9
2046 (H58) 0.4 6.8 1.0 14.8 0.6 12.5 0.1 36.2
2047 (H59) 3.0 6.8 1.0 6.1 0.0 14.1 0.0 31.1
2048 (H60) 4.8 6.8 0.0 5.5 0.0 12.1 0.0 29.1
2049 (H61) 7.9 6.8 0.0 4.3 0.0 10.5 0.0 29.5
2050 (H62) 5.9 6.8 0.0 4.7 0.0 7.1 0.0 24.5
2051 (H63) 8.1 6.8 0.0 4.0 0.0 4.5 0.0 23.4
2052 (H64) 3.6 6.8 0.0 3.6 0.0 3.5 0.0 17.5
2053 (H65) 7.3 6.8 0.0 2.8 0.1 5.2 2.6 24.7
2054 (H66) 35.4 6.8 2.0 5.0 0.1 6.8 0.0 56.1
2055 (H67) 5.6 6.8 0.0 0.3 0.0 5.8 0.0 18.5

398.6 272.0 18.0 347.1 5.3 97.8 11.5 1150.2
316.6 204.0 14.0 296.0 4.4 16.0 8.7 859.7
185.7 136.0 9.0 102.8 2.7 0.0 8.5 444.7

10.0 6.8 0.5 8.7 0.1 2.4 0.3 28.8
10.6 6.8 0.5 9.9 0.1 0.5 0.3 28.7
9.3 6.8 0.5 5.1 0.1 0.0 0.4 22.2

40年(2016～2057)平均
30年(2016～2047)平均
20年(2016～2037)平均

将来の更新等費用（合計）

将来の更新等費用（平均）

20年(2016～2037)合計

更新投資所要額
以下単位：億円

40年(2016～2057)合計
30年(2016～2047)合計

種類
単位
耐用年数

上水道 下水道


